
NPO法人ジャパン・カイン ドネス協会の役員報酬の規程

第 1条  (目的)

この規則は、これまで慣習として理事長に、協会活動に係 る報酬とし
て月 50,000円 を支払っていたが、役員報酬規約として明文化されてい

なかった。従って新たに役員報酬規程について定めたものである。

第 2条  (役員報酬対象者の範囲)

役員報酬の対象者は、当面、理事長のみとします。

第 3条  (役員報酬の金額と支払い方法)

毎月 20日締、 25日 に50, 000円 の役員報酬を支払 うものとす
る。支払い方法は、当該理事長の銀行日座に振り込むものとする。

第4条  (役員報酬の対象期間)

理事会において、再任又は退任の決定により、役員報酬対象者を
決定する。新役員報酬対象者には、開催された理事会の次月より、
役員報酬を支払うものとする。

第 5条  (変更について)

役員報酬対象者及び金額の変更については、理事会において決定承認
するものとする。又通常総会には、その旨報告する。

(付則)

この規定は、平成 15年 5月 1日 か ら実施する。



ジャバン・カイン ドネス協会の給与規定

第1条  (目的)

この規則は、就業規則第 24条の規定により、職員の給与について定めたもので
ある。

第2条  (給料の種類)

1)基準内賃金

・基本給

月給  常勤職員

日給  上記以外の勤務者
2)基準外賃金

・時間外手当 常勤職員以外の勤務者には、割 り増 して支給する。
・通勤手当 実費

3)一般職員の昇給その他に対する給与額は、事務局長がこれを決定する。
4)事務局長の昇給その他の給与額の変更は、理事会の決定・承認を経て行う。

第3条  (基本給)

基本給は、職種及び職務の責任度に、学歴、年齢、資格、経験、技能、勤務成績
を考慮 して各人ごとに定める。

第4条  (通勤手当)

第5条

通勤のため交通機関を利用する者に対し、実費を支給する。
(時間外手当)

時間外手当は、就業規則第 17条により、時間外労働させた場合、その勤務 1

時間について、次により算出した額を支給する。
(月給者の場合)

時間外労働時間分は、他日の労働時間にて調整する。
(日 給者の場合)

(日 給/1日所定労働時間数)+(基準内賃金/1ヶ 月所定労働時間数)

Xl.25

(体 H出勤)

休日出勤は、なしとします。
|

(給与締切口及び支払月)

給与は、前月 21日 から当月 20月 までとして締切計算 し、毎月 25日 (支払 H
が休 :Iの場合はその前 H)に支払う。

第6条

第7条



第 8条  (途中入社者)

月給者を月の途中で雇い入れた場合、その月の給与は‖割計算によって前条
所定日にこれを支払 う。

第 9条  (支払方法)

(1)給与は、当該者の中請 した銀行等の目座へ振込みにより全額支払う。
(2)前項の規定にかかわらず、次に掲げるものは支払の時控除する。

法令に定められたもの

第 10条  (日 割り額及び時間割額の算出方法)

1.給与の支給にあたり、時間割計算の必要が生 じたときには、次の方法による。
(1)月 給者の場合は、

基準内賃金/(年間所定労働時間/12)= 時間割額
(2)日 給者については、

1日 分基準内賃金`/1日 分の所定勤務時間 = 時間割額
2.日 割り計算の必要が生 じたときは、

前項時間割額 X l日 の所定勤務時間

第 11条

当事務所の都合により臨時に体業した場合は、労働基準法で定められた平均賃金
の6o/1ooを 支給する。

第 12条  (昇給)

].昇給は、各人の能力、勤務成績その他を勘案 して、毎年4月 1月 に行うもの
とする。

2.必要と認めたときは、臨時昇給を行うことがある。
第 13条  (賞与の支給)

月給者への賞与は、行わないことを原則とします。
ただし特別の事情があるときは、月給者に対して特別賞与を支給するときがある。

附 則

この規定は、平成 24年 11月 1日 から実施する。



令和 2年 9月 1日 ～令和 3年 8月 31日法人名 特定非営利活動法人ジャパン・カインドネス協会 事 業 年 度

書式第 17号 (法第 55条関係)

54 2 3号に定める 記載 した

1 資金 に関す る事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

促進法施行規則第 32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。

収 益 源 泉 の 内 訳

円

100,000円

円

24, 176,683円

円

9,600円

円

356,850円

円

190,000円

円

円

賛助会員受取会費

受取補助金

受取寄付 (法人より)

事業収入 (POP代 )

受取寄付 (個人より)

金    額

円

計△
ロ

円

24,823, 533円

収益の源泉別の明細

借入金の明細

(3)その他

な し

劇L
l日 入 先 金    額

な し 円

円

円

円

円

円計△
ロ



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引

及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ
での取 |ロ と

収益の生ずる取 の 5者

(2) 用の生ずる取引の 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ (棚卸資産を含む。)

ロ 資産の貸付け を含む。)

ハ の利用等を含む。)

氏名又は名称 取引内容等

寄付金

寄付金

取引金額

4,602,735円

7,003,233円

住所又は所在地

寄付金

寄付金

寄付金

3,315,472円

2,826,386円

3,126,223円

取引金額

241,707円

1,980,000円

208,800円

592,200円

取引内容等

顧問料

事務所家賃

業務委託費

システム管理料

氏名又は名称 住所又は所在地

駐車場代216,000円

譲 渡

年月日
譲 渡 価 格 譲渡資産の内容等取引先の氏名等

法人との

関  係
住所又は所在地

円な し

コ鷹躍えVノ

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等

な し 円

法人との

関  係

役務の提

供年月日
対 価 の 額住所又は所在地取引先の氏名等 役務提供の内容等

円な し



4 寄附者に関する事1項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万 であるものに限る の 並びに 日

寄 附 金 額 受 領 年 月 日氏 名

な し 円

円

円

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

4人 9,868,880円

5 給与の総額等に関する事項 [⑤給与を得た職員の総数及び当該職員に対する

6 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにそ 日]

7 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びに

その実施 日]

る

実  施  日 使 途 金   額

し
円

円

支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

別紙の通 り 円

円

合   計 円



書式第17号 (法第55条関係)

6支出した寄附金に関する事項 (⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日)

法人名
1特

定非営利活動法人ジャパン・カインドネス協会

３

４

５

６

７

８

９

Ю

ｎ

ｌ２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

３０

３‐

３２

３３

３４

３５

３６

３７

３８

支払年月日 支出先の名称 所在地 寄付の目的等 支出 した寄附金額

令和3年2月 10日 活動支援 40,789円

令和3年2月 10日 巨 憂 田 620,282円

令和3年2月 10日 活動支援 453,640円

令和3年 2月 10日 活動支援 132,462円

令和3年2月 10日 活動支援

令和3年2月 10日 活動支援

令和3年2月 10日 麗 憂 ]

令和3年2月 10日 活動支援

令和3年2月 10日 活動支援 2,083円

令和3年2月 10日 活動支援 32,842円

令和3年2月 10日 活動支援 195,999円

令和3年2月 10日 田団翼] 140,342円

令和3年2月 10日 活動支援 7,419円

令和3年2月 10日 活動支援 39,099円

令和3年2月 10日 活動支援 272,682円

令和3年2月 10日 活動支援 42,190円

令和3年2月 10日 距 聾 田 17,758円

令和3年2月 10日 活動支援

令和3年2月 10日 活動支援

令和3年2月 10日

令和3年2月 10日

令和3年2月 10日

活動支援

活動支援 34,135円

巨 E田 929円

令和3年2月 10日 活動支援 82,374円

令和3年2月 10日 活動支援 249,982円

令和3年2月 10日 活動支援 5,684円

令和3年2月 10日 活動支援 11,961円

令和3年2月 10日 □□慶] 4,067円

令和3年2月 10日 活動支援

27,令和3年2月 10日 活動支援

令和3年2月 10日 活動支援

令和3年2月 10日

令和3年 2月 10日

令和3年2月 10日

活動支援 184,374円

巨 憂調 175,874円

活動支援 38,784円

令和3年2月 10日 活動支援 5,210円

令和3年2月 10日 活動支援 7,136円

令和3年2月 10日 活動支援 3,070円

令和3年2月 10日 □団麗] 1,557円

令和3年 2月 10日 活動支援 17,529円

小計 (Ll～38) 3,708,202円



書式第 17号 (法第55条関係)

6支出した書附全に関する事項 (⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日)

*LA f{*e+xatEnx\!'.tsv. fi-(vt:^^w*

３９

　

　

４０

支払年月日 支出先の名称 所在地 寄付の目的等 支出した寄附金額

令和3年 3月 29日 活動支援 2,019円

令和3年3月 29日 活動支援 3,494円

小計 (L39～ 40) 5,513円



書式第 17号 (法第 55条関係)

6支出した書附金に関する事項 (⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日)

法人名 f*e+xalirn*r ),!1tsv . rt4 vFil^fr+

４１

４２

４３

４４

４５

４６

４７

４８

４９

５０

５１

５２

５３

５４

５５

５６

５７

５８

５９

∞

６１

２

６３

６４

６５

６６

６７

６８

６９

７０

７１

７２

７３

７４

７５

支払年月日 支出先の名称 所在地 寄付の目的等 支出 した寄附金額

令和3年8月 10日 活動支援 40,036円

令和3年8月 10日 活動支援 481,726円

令和3年 8月 10日 匠 E日 361,842円

令和3年 8月 10日 活動支援 106,894円

令和3年8月 10日 肛 正 圏 7,152円

令和3年8月 10日 肛 E調 144,688円

令和3年 8月 10日 活動支援 1,682円

令和3年 8月 10日 活動支援 25,875円

令和3年 8月 10日 活動支援

令和3年 8月 10日 活動支援

令和3年8月 10日 活動支援

令和3年8月 10日 活動支援 36,517円

令和3年 8月 10日 活動支援 194,065円

令和3年8月 10日 活動支援 34,416円

令和3年8月 10日

令和3年8月 10日

令和3年8月 10日

活動支援 16,328円

巨 E田 38,592円

巨 Eコ 25,918円

令和3年 8月 10日 ロコ翼∃ 29,772円

令和3年8月 10日 活動支援

令和3年8月 10日 田団壺ヨ

令和3年 8月 10日 活動支援

令和3年8月 10日 活動支援 24,320円

令和3年 8月 10日 活動支援 26,559円

令和3年8月 10日 活動支援 153,418円

令和3年 8月 10日

令和3年8月 10日

活動支援 31,472円

活動支援 5,782円

令和3年 8月 10日 活動支援 5,207円

令和3年8月 10日 □団翼ヨ 2,993円

令和3年8月 10日 田□翼] 1,889円

令和3年 8月 10日 田団麗∃ 3,592円

令和3年8月 10日 活動支援 14,213円

令和3年 8月 10日 巨E田 1,605円

令和3年8月 10日 EE田 15,474円

令和3年 8月 10日

令和3年8月 10日

活動支援 492円

活動支援 49,622円

小計 (L41～ 75) 2,424,452円

合 計 6,138,167円



法人名 特定非営利活動法人ジャパン・ジャパン協会

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1}役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

(注 1)

0主 2)

各欄D人数等は、第3表付表1『役員の状況」から転配してくださしヽ

③及α〕こついては、小数点以下第2位を切り捨てた数饉を記載してください。

項  目 最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合
最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグノレープの人数

割 合

役員数

(②÷③ (④÷③

① ② ③ ④ ⑤
区 分

③
令和1年 9月 1日 ～

令和2年 8月 31日 14人 0人 0% 0人 0%

⑥ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 目 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

上記を証する書類の名称とその内容等

書式第 7号・ (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 3表) 圃 嗣

∝意|1珈D
・ 認定基準等チェック表 (第 3表):よ 法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても田載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の帥 必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類DIこ記載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

項
口
日 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている
いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行つている
はい

項 目 ④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
毎
ハ

第3表 (次鶉

∝菫事ロ

日定の椰り晰

“"田
ゆ申哺

=当
たつて!ム 法第5彙第1項に出づく●颯 (役員哺日田田■‖日出書口Dに日●した事項について、政

めて口麟する必要はありません。

エ

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります|。 なお、意図的にその支出先を

明ら力ヽこしない支出がある場合も、当然に 噴隧が明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできません。

3

項
日
【 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各欄 区分欄の「③～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①り、「②」

及び 獨④」の各欄に該当する人数を転記します。

口の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。
「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝0第○条に『各正会員の表決権:よ

平等なものとする』と規定」のように記載します。

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

ハの各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「⑥」から「①りについては、イに記載する各期

間 (「④」から「①」)を示したものです。

① 「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の [はい」

|三」ΩLした場合には監査証明書を添

世L≦≦
=塾

工二

② 「帳簿書類の備付け、取引の記録及

び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

じて行つている」の「はセ可 に「o」

した場昴雀卜には二笙旦壺壺塁塑生[1:]l菫」誓l

選i墜:2」医塑:ユ…とi証:壁lL.1ビ:壼:生」」:`I⊆ .≦.」:主さ

l全二

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から 口①りについて:よ イに記載する各期

か ら を示した



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況

佐々木 義明 理事

第 3表付表 1

∩
）

就任

平成 26年 12月 1日

就任

平成 30年 9月 1日O

法人名
特定非営利活動法人

ジャパン・カインドネス協会
④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

役  員  数 14人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

申講時
就任・退任

年月日

職名
続柄

等 ③ ⑥ ◎ ① ◎ ①
氏  名 住  所

∩

）

∩
）

∩
）

∩
）

就任

平成 15年 5月 8日

就任

平成 15年 5月 8日

就任

平成 15年 5月 8日

就任

平成 19年 12月 1日

就任

平成 19年 12月 1日

∩
）

理 事

長

理事

理事

理事

理事

松谷 高顕

中田 利明

津田 浩一

村山 伸一

樋山 真一

就任

平成 23年 12月 1日

就任

平成 25年 12月 1日

就任

平成 25年 12月 1日

就任

平成 23年 12月 1日

就任

平成 21年 12月 1日

理事

理事

理事

理事

理事

∩
）

∩
）

∩
）

0,

∩
）

津山 仁志

前田 定男

村山 壽明

小川 友一

高野 秀一

亀岡 加奈枝 理事



理事
∩
）

願[ヨ
∩
）

久力 和夫

岩城 康雄

就任

平成 30年 12月 1日

就任

平成 28年 9月 1日

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、添付を省略することができます。



書式第 9号。
(法第 44条・51条・58条関係 )

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(1硼目D
。 「伝票又l劇臓購名」欄は、例えば「入金伝票」、「出剣因釉、嘔讚歯票」、:預金出田胸、「総勘定元帳」などのように記載します。

。 「左の根簿等の形態」欄は、「単原」、町L″・ズリーフ」、「装丁根簿」などのように配載します。

・ 『記帳の時期」欄は、:爾時」、「毎日」、「―週間ごと」のように配載します。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:日E)i=配載した内容に変更

がないときは、添付を省略することができます。

法人名 特定引ヨ営禾:榊嚢力法人ジャパン・カインドネス協会

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

会計ソフト (弥生)使用

総勘定元帳 随時 7年
ルーズリーフ

給与会計ソフト使用
月 1回

賃金台帳 7年
ルーズリーフ

仕訳日記帳 会計ソフト (弥生)使用 随時 7年



書式第 10号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チエック表 (第 4表) 圃 コ

法人名 特定非営利活動法人ジャパン・カインドネス協会 チェック欄

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行つていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法

人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当

法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う

者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上

であること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

日

項
口
日 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 園話団

宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者

を教化育成する活動
熙

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれ

に反対する活動
無

特定の公職の候補者若しくは公職にある者

又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに

反対する活動

熙

項
日

【 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申副事寺

役員の1職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類1以する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対

する報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他

役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供

与の有無

熙

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の利益の供

与の有無

征

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特別C湘:溢″)供与の有無
無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の

有無

無

∝憲申D
・ 「認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載

及び添付する1必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書短)に記載した事項につい

て、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人ジャパン・カインドネス協会 チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事

務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

O

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事

項等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※口詢に関する細則 Oυ哺眼ID等があ利躙舗亀 その細則 eυ哺眼ID等を添付してくださし、

同  意

⌒

くこ13) しない

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、術詞役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した書iD

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写D

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 割附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員1報酬又は職員給1与.の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の議渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引

。 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊

の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

割附金の額の事業年度中の合計額が加万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 滴外^の送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

書式第 13号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 5表)

∝意1中D
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に配載及び添付する必要

があります。

・ 認定の有効期間の更新の申睛に当たつては、添付の必要はありません。



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営禾I胴法人ジャパン・カインドネス協会

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

∝意1申D
・ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8:D

は、記載する1麟要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法第

55条第1項に基づく書類 (役員莉日腕閣國割腱出:鵬E)に配載した事項について、改めて配載する必要はありません。

6 1実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第

29条の規定により所轄庁に提出していること

チェッタ相

特定非営禾l括働促進法第28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

③ ⑮ ◎ ① ◎ ①

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又|ゴ尋ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第裂Dは、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規樫嘲田」HDの提出時に配載及

び添付する必要があります。

④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

征
小

8 申請書を提出した日

ていること

てヽ、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し チェック欄

事業年度 設立年月日



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人ジャパン・カインドネス協会 チェッタ欄

○は認定、 ことができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を取

た場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特

例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から5年を経過しないもの
口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法m4条等口 )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等鐘2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (2
定」壼1回認1定1丞型建壁望星整笙胆國図ヨ丞2:重聾旦」主L亜整磁腱目医壼艶望≦壁望量理型ヨ囲菌コ咀豊二

=12_■

.L並壺|

l:里l墨1饉墨[墨」壁塑L」:=:型]埜量!圧」重」出墾:量:L:艶l拠」理:壺【遁」堕i胴]墜l幽堕:聾[墾」塑塾生抜星 :)。

5 1国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

1 役員のうち、次のいずれ力ヽこ該当する者の有無

認定特定ブ+増和:膳動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定

特定非営利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から5年を経過しない者の有無

暴力団の構成員等の有無

イ

ハ

ロ 禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から

5年を経過しない者の有無

特定非営和:活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に故 したことにより、若しくは

刑法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は|コ院若しくは地方税に

関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受

けることがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

征
ヽ

毎
小

毎
朴

任
小

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 いいえ

3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 いいえ

4 国税又は地方税〕の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
いいえ

耐
情

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、

(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

ｒＤ 国税に係る重概卵税又は地方税にイ系る1重加算金を課された日から3年を経過しない法人 いいえ

6 次のいずれかに該当する法人

暴力団 いいえ

暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 いいえ


